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１. 17年  9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)経営成績 百万円未満四捨五入

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月中間期 177,272 △ 3.9 5,430 7.0 4,370 59.1
16年9月中間期 184,479 2.6 5,073 24.1 2,747 △ 46.6
 17年3月期 370,201 10,483 10,596

  

百万円 ％

17年9月中間期 1,000 △ 76.7 1.26
16年9月中間期 4,286 143.1 5.41
 17年3月期 5,037 6.16
(注)①期中平均株式数 17年9月中間期　792,240,758 株　　　16年9月中間期　792,422,988 株 　　17年3月期　792,372,369 株

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
1株当たり 1株当たり
中間配当金 年間配当金

円　銭 円　銭

17年9月中間期 0.00 ―
16年9月中間期 0.00 ―
 17年 3月期 ― 4.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年9月中間期 702,431 185,658 26.4 234.36
16年9月中間期 693,814 185,499 26.7 234.10
 17年3月期 694,697 186,752 26.9 235.52
(注)①期末発行済株式数（自己株式控除後）　17年 9月中間期  792,197,840 株  16年 9月中間期  792,387,261 株  17年3月期  792,271,530 株

     ②期末自己株式数　　                            17年 9月中間期       674,208 株   16年 9月中間期　     484,787 株  17年3月期  　   600,518 株

２. 18年  3月期の業績予想（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
売上高 経常利益 当期純利益

期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

通　　期 370,000 9,300 3,500 4.00 4.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   4 円 22 銭 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので、実際の業績は、今後様々な要
因によって予想と異なる結果となる可能性があります。
上記の予想に関連する事項につきましては、添付資料の9～11ページを参照してください。

総  資  産 株  主  資　本

経　常　利　益

１ 株 当 た り中間
（当期）純利益

中 間 （当 期） 純 利 益

売　　上　　高 営　業　利　益

１株当たり株主資本株主資本比率

円　　銭

１株当たり年間配当金
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 (1) 中間貸借対照表
(単位：百万円)

当中間期

    　　　　科      目

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

％ ％ ％

( 資　産  の　部 )

 Ⅰ 流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 461 373 88 461 

受 取 手 形 12,736 12,622 114 12,564 

売 掛 金 58,589 64,256 △ 5,667 64,550 

た な 卸 資 産 36,525 35,457 1,068 37,208 

繰 延 税 金 資 産 5,784 1,020 4,764 805 

そ の 他 45,436 39,116 6,320 40,252 

貸 倒 引 当 金 △ 301 △ 387 86 △ 400 

　 流　動　資　産  合  計 159,231 22.7 152,457 21.9 6,774 155,441 22.4 

 Ⅱ 固  定  資  産

建 物 38,444 38,737 △ 293 38,810 

機 械 及 び 装 置 31,284 32,644 △ 1,360 32,915 

土 地 38,227 41,362 △ 3,135 40,326 

そ の 他 13,247 13,287 △ 40 13,849 

計 121,202 17.2 126,031 18.2 △ 4,829 125,900 18.2 

  無  形  固  定  資  産 2,136 0.3 1,911 0.3 225 2,083 0.3 

  投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 16,596 15,219 1,377 14,776 

関 係 会 社 株 式 59,351 60,459 △ 1,108 59,864 

関 係 会 社 出 資 金 293,626 291,829 1,797 291,116 

前 払 年 金 費 用 12,449 11,757 692 10,757 

繰 延 税 金 資 産 322 7,150 △ 6,828 6,352 

そ の 他 38,060 28,540 9,520 28,306 

貸 倒 引 当 金 △ 649 △ 791 142 △ 950 

計 419,756 59.8 414,162 59.6 5,594 410,221 59.1 

　固　定　資　産  合　計 543,094 77.3 542,104 78.1 990 538,204 77.6 

 Ⅲ 繰  延  資  産

社 債 発 行 費 105 135 △ 30 169 

繰  延  資  産  合  計 105 0.0 135 0.0 △ 30 169 0.0 

資　   産　   合　  　計 702,431 100.0 694,697 100.0 7,734 693,814 100.0 

  有  形  固  定  資  産 

前  期

(17.9.30) (17.3.31) (16.9.30)

前年中間期増減金額
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(単位：百万円)

当中間期

    　　　　科      目 (17.9.30) (17.3.31) (16.9.30)

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

％ ％ ％

( 負　債  の　部 )

  Ⅰ 流  動  負  債

支 払 手 形 7,842 7,102 740 7,777 

買 掛 金 76,076 78,799 △ 2,723 76,574 

短 期 借 入 金 113,519 84,232 29,287 88,923 

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 29,000 6,000 23,000 14,000 

一年以内に償還する社債 34,000 28,000 6,000 28,000 

未 払 法 人 税 等 287 1,849 △ 1,562 414 

未 払 賞 与 3,746 3,985 △ 239 4,137 

賞 与 引 当 金 1,253 1,145 108 977 

そ の 他 33,081 34,441 △ 1,360 32,881 

　流　動　負　債　合　計 298,805 42.6 245,553 35.3 53,252 253,683 36.6 

  Ⅱ 固  定  負  債

社 債 70,000 97,000 △ 27,000 89,000 

長 期 借 入 金 135,006 136,235 △ 1,229 131,259 

退 職 給 付 引 当 金 51 60 △ 9 69 

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 263 341 △ 78 296 

関係会社事業損失引当金 3,604 20,050 △ 16,446 32,374 

そ の 他 9,045 8,706 339 1,634 

　固　定　負　債　合　計 217,968 31.0 262,392 37.8 △ 44,424 254,632 36.7 

負　   債　   合　  　計 516,773 73.6 507,945 73.1 8,828 508,314 73.3 

( 資　本  の　部 )

　Ⅰ 資      本      金 82,423 11.7 82,423 11.9 － 82,423 11.9 

　Ⅱ 資  本  剰  余  金

資 本 準 備 金 80,022 11.4 80,022 11.5 － 80,022 11.5 

　Ⅲ 利  益  剰  余  金

任 意 積 立 金 10,318 10,863 △ 545 10,863 

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 10,814 12,593 △ 1,779 11,842 

　利  益  剰  余  金  合  計 21,132 3.0 23,457 3.4 △ 2,325 22,705 3.2 

  Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,237 0.3 981 0.1 1,256 452 0.1 

　Ⅴ 自    己　   株　   式 △ 157 △0.0 △ 132 △0.0 △ 25 △ 103 △0.0 

資　   本　   合　  　計 185,658 26.4 186,752 26.9 △ 1,094 185,499 26.7 

負 債 及 び 資 本 合 計 702,431 100.0 694,697 100.0 7,734 693,814 100.0 

前  期 前年中間期増減金額
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(2)中間損益計算書
（単位：百万円）

当中間期 前年中間期 前  期
科　　  目 増減金額

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比
％ ％ ％

 売  上  高 177,272 100.0 184,479 100.0 △ 7,207 370,201 100.0

 売 上 原 価 145,468 82.1 151,252 82.0 △ 5,784 304,039 82.1
　 　  売 上 総 利 益 31,804 17.9 33,227 18.0 △ 1,423 66,162 17.9

 販売費及び一般管理費 26,374 14.8 28,154 15.3 △ 1,780 55,679 15.1
　　   営 業 利 益 5,430 3.1 5,073 2.7 357 10,483 2.8

 営 業 外 収 益
　　受 取 利 息 83 156 △ 73 298
　  受 取 配 当 金 966 902 64 3,954
　　そ の 他 1,515 636 879 3,737
    　　　 計 2,564 1.4 1,693 0.9 871 7,989 2.2

 営 業 外 費 用
　  支 払 利 息 1,707 1,923 △ 216 3,598
　  たな卸資産除却損 435 324 111 840
　  出向者人件費負担額 773 844 △ 71 1,679
　  そ の 他 709 929 △ 220 1,760
    　　　 計 3,624 2.0 4,019 2.1 △ 395 7,876 2.1

　　   経 常 利 益 4,370 2.5 2,747 1.5 1,623 10,596 2.9

 特 別 利 益
 　 土 地 売 却 益 77 47 30 47
 　 事 業 売 却 益 388 6,655 △ 6,267 7,155
 　 関係会社株式売却益 1,031 － 1,031 －
 　 投資有価証券売却益 376 － 376 162
 　 退職給付債務減少益 － 22,829 △ 22,829 22,829
    　　　 計 1,872 1.0 29,530 16.0 △ 27,658 30,192 8.2

 特 別 損 失
　　固定資産処分損 426 826 △ 400 1,361
　　固定資産減損損失 2,778 － 2,778 －
　　関係会社事業損失引当金繰入額 － 23,840 △ 23,840 19,592
　　関係会社株式評価損 － － － 746
　　ゴルフ場事業関連損 － － － 10,785
    　　　 計 3,204 1.8 24,666 13.4 △ 21,462 32,484 8.9

 税引前中間(当期)純利益 3,038 1.7 7,611 4.1 △ 4,573 8,304 2.2

 法人税、住民税及び事業税 836 124 712 1,441
 法 人 税 等 調 整 額 1,202 3,202 △ 2,000 1,826
    　　　 計 2,039 1.1 3,326 1.8 △ 1,287 3,267 0.8

 中間(当期)純利益 1,000 0.6 4,286 2.3 △ 3,286 5,037 1.4

 前期繰越利益 9,815 7,556 2,259 7,556

 中間(当期)未処分利益 10,814 11,842 △ 1,028 12,593

(16.4.1～16.9.30)(17.4.1～17.9.30) (16.4.1～17.3.31)
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

②デリバティブ 

  時価法 

 

③たな卸資産 

  総平均法による低価法 

   

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

建物（付属設備を除く。）、工具 ： 定額法 

器具、備品 ： 定率法 

その他の有形固定資産 ： 一部定額法によるものを除き、主として定率法 

    

なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。 

    建物       8～50年       

    機械及び装置   6～17年   

 

②無形固定資産 

     定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法 

 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

    当中間期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより従来と比較して、営業利益は1百万円、経常利益は2百万円増加し、

税引前中間純利益は2,776百万円減少しております。 

    なお減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

当中間期末に有する金銭債権の貸倒による損失に備えるため設定しており、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

②賞与引当金 

従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき、当中間期に負

担すべき金額を計上しております。 
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③退職給付引当金 

従業員及び執行役員の退職給付に備えるため設定しており、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計

上しております。 

数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間（14年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌期から損益処理することとしております。 

 

④役員退職慰労金引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるため設定しており、内規に基づく中間期末の基準額を計

上しております。なお、第107期定時株主総会日（平成17年６月28日）をもって役員退職

慰労金制度を廃止しておりますが、既往の期間分については、従来の内規による額を退任

時に支払う見込みであります。 

 

⑤関係会社事業損失引当金 

関係会社が営む事業に係る損失の当社負担に備えるため設定しており、関係会社の資産

内容等を勘案し、当社が負担することとなると予測される金額を計上しております。 

 

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 

(5) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(6) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、要件を満たす為替予約等が付されている外貨

建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。また、要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を行っております。 

 

(7) その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 

税抜方式によっており、当中間期末における仮受消費税等の金額から仮払消費税等の金額

を控除した残額を、中間貸借対照表の流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

  

 ②税金費用の計算における諸準備金等の取り扱い 

  中間期に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益処分による

圧縮積立金及び特別償却準備金の積立て及び取崩しを前提として、当中間期に係る金額を計

算しております。 
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個別中間財務諸表の注記事項

１．中間貸借対照表関係

（単位:百万円）

当中間期 前    期 増減金額 前年中間期

 有形固定資産の減価償却累計額 243,875 245,241 △ 1,366 242,124

 受取手形割引高 1,030 765 265 779

 偶発債務

       保証債務 25,607 56,497 △ 30,890 63,821

       保証予約 533 1,403 △ 870 1,515

       経営指導念書等 － 3,000 △ 3,000 3,000

２．中間損益計算書関係

（単位:百万円）

当 中 間 期 前年中間期 前      期

5,738 6,050 12,506

274 223 464
減 価 償 却 実 施 額

有形固定資産

無形固定資産
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 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

当中間期（平成17年9月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

中 間 貸 借

対 照 表 時 価 差　　　　額

計 上 額

　子会社株式 8,999 26,565 17,566

　関連会社株式 2,819 10,290 7,471

11,818 36,855 25,037

前期（平成17年3月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

貸 借

対 照 表 時 価 差　　　　額

計 上 額

　子会社株式 9,026 26,035 17,010

　関連会社株式 2,819 10,097 7,278

11,845 36,133 24,288

前年中間期（平成16年9月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

中 間 貸 借

対 照 表 時 価 差　　　　額

計 上 額

　子会社株式 9,026 25,813 16,787

　関連会社株式 3,055 7,763 4,708

12,080 33,576 21,496

３.　リース取引関係

４.　有価証券関係

種       類

 合　　  計

種       類

 合　　  計

種       類

 合　　  計
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